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下請制機械工業論序説*

尾　高　燥　之　助

I

機械工業・あるいは広義の金属加工業の発達は,工業

化のための必要条件であると考えられる。技術史的な観

点からすれば,機械工業が革新の花形だった時代はとう

に過ぎ去り,技術進歩のフロンティアーがいまや化学工

業から原子力工業,情報産業,海洋・宇宙開発などに移

っているのは自明である。しかしながら,低開発国が工

業技術の蓄積の無に近い状態から出発するにあたって,

金属加工技術の習得を省略したまま先へ進めるとは信じ

られない1)。とりわけ,工業セクターにおける輸入代替

や輸出振興が指向されているときには,その対象となる

産業分野のいかんを問わず,機械工業のある轟度の発展

が必要不可欠である。なぜなら,製造工業の日々の営み

にあっては,補修部品の供給,保全修復作業,工具・資

材の加工処理などは必要最低限の要請であり,さらに進

んでは一般産業機械の国産化が期待されるに至るだろう

からである。

しかし,機械工業の意義は,たんに耐久財及び関連サ

ービスの提供にとどまるものではない。このセクターの

発展に伴う知識,技能,ノウ・-ウなどの蓄積は,工業

化のための一般教養としても役立ち,技術的応用力を培

う一助となるであろう。それのみではないO,そもそも必

要器材を初め,技術労働力やノウ・ノ、ウなどすべてを輸

入でまかなうことは,理論的には可能かもしれないが,

それでは金属加工や機械工業の発展がもたらす開発の相

乗(ないし連繋)効果をすべて捨て去ることになる。ここ

に相乗効果というのは,一つの分野の発達が,かつて思
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論からはとりわけ多くの益をえた。また一橋大学を中心

とするいくつかの研究会におけるコメントからも刺激を

受けた。記して感謝の意を表したい。ただし,ありうべ

き誤謬はすべて筆者のみの責任である。

1)この論文で「技術」というときは,製岳設計(prod-

uct design),生産技術(production technology)及び

産営管理(management)の3着をさすものと約束する。

いも及ばなか-た他の分野の開発を促し,新しい需琴を

創り,互いの発展を増幅しあう現象である。これを技術

開発の乗数効果作用といってもよい。このような連繋効

果が,米国の工作機械工業にとりわけ顕著だったことは,

経済史家ローゼンバークがつとに主張するところであるo

彼によれば,機械工業の生産工程は少数の基礎作業(旋

削,ミJ)ング,仕上げ等々)に分解でき,しかも各工

程で生ずる生産技術的問題には共通点が多い(動力供給,

摩擦低減,熟処理法等々).これを技術的収倣(techno-

logical convergence)の現象と呼ぶ。このた軌機械工

業の諸技術は応用力がひろく,ある製品のた糾こ開発し

た工法を使って全く異なる他の新製品を生産することが

できる.ほんの数例をあげても,鉄砲の製造技術はやが

てタイプライターを生み,切削加工技術の向上はやがて

自転車やミシンに結晶した。このように, 19億紀(とり

わけ1840-80年間)における米国工作機械工業は,当時

における主要技術伝播の中核としての役を果した,とい

うのである(Rosenberg [17], pp. 9-31)c逆にわが国

では,産業機械(ならびに鋼船)の製作にとりかかった時

期は比較的早かったが,工作機械業や精密機械技術の発

達が立ち遅れた。なかんずく,下請部品工業の成長に欠

けるところがあった。このた軌精度の高い量産機械

(とりわけ自動車)の生産は,第2次大戦後になるまで無

理だったといわれている(星野[5],pp.45-47,145-

48)c

このように論じたからといって,これは直ちに,他の

何ものにもまして工業化を優先せよということではないo

多くの場合,農業の振興が必要である。さらに,いうと

ころの「近代化」を急ぐあまり,伝統的な諸産業の営み

を押しつぶすことは戒しめらるべきであろう。わが明治

期における経済基本計画の立案にあたっても,前田正名

が土着の伝統産業の発展をかなう限り奨励したことはよ

く知られている(中村[12], pp. 77-78参照)0

ここで主張したいのは,工業化を進めるにあたって

(あるいはそれと並行して),機械工業技術の定着とその

向上とが必要だというにすぎない.定着の速度やパター

ンは様々であってよい。その過程では,伝統的技術の昇

華・吸収が努力さるべきであるが,外国資本による直接
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投資の営みも排除するものではないOだがそれと同時に,

工業化のプロセス自体に一定の論理があることもまた事

実であろう。機械工業や金属加工業は,段階を迫って相

互連関的に-相互に一定のバランスを保ちつつ-莱

展する一面があるのである。

ところで,現代の低開発国が金属加工技術の習得を試

みるとき,その学習効率は,過去における諸国のそれに

此して格段に高い可能性がある。古い技術体系のすべて

を学ぶ必要はなく,先達者が趣験した手探りの手間と苦

心とはその大部分を省略することができる。以前は個別

具体的に学習されなければならなかった技能も,今では

技術者の助力をえて,.より一般的に(しかも応用のきく

形で)体得することができる。しかも,必要とされる技

能は昔に此べて相対的に単純であり,以前のように多く

の熟練工も必要としない。したがってこの過程には,意

外と沢山の「近道」があるであろう。ただし,それらの

「近道」を実際にどれだけ利用しうるかは,恐らく当該

国における経済発展の初期条件に依存してきまるところ

が大きいであろう。

ここで初期条件というのは,近代経済成長(MEG)開

始時点における人口密度,教育水準,農業生産性,伝統

的手工業の発達程度,科学・技術知識の伝播,市場経済

取引の普及,組織能力の高さなどのことである。他の事

情にして等しいなら,人口以外の因子が強力であればあ

るほど,機械工業の発展の素地は手厚く準備されたとみ

てよい。たとえば,バンコック周城のように簡単なェン

ジンを搭載した河船を頻繁に利用する地域では,機械に

対する人々の関心も強く,その修理等を通じて早くから

機械知識が普及した。タイにおける機械工業発展の可能

性は,このような環境の下で育まれたに違いない。さら

にまた,この国が植民地の経験をもたず,したがって伝

統文化と政治システムの連続性を保ちえたことも,工業

化にとって好ましい初期条件をととのえたものというべ

きであろう。事実,現地における日本人技術者の評価を

綜合すると,東南アジアにおける機械工業展開の潜在能

力は,現在においても,タイにおいて最高のように思わ

れる2)0

II

後発国が先発国から「借りた」技術で経済発展を開始

するとき,前者の賃金-資本レンタル比率は,後者に此

2)なお,日本経済発展の初期条件をめぐるユニーク

な展望論文として,安場氏の労作[27]をあげておきた

い。
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して相対的にはるかに低いにもかかわらず,その資本集

約度は先進国なみに高くなる傾向がある1960年代に

8ヵ国における火力発電所の労働関係を綿密に比較した

実地研究によると,いずれの国も生産設備は実質的に共

通とみてよく,また直接労働に関するかぎり資本-労働

比率もほぼ同一水準にあることが発見された(司馬[20],

第3章)3>c低開発国が最新の設備を導入しがちだとすれ

ば,この性向はとりわけ強まるであろう。そのような際

には,職を求めて巷にあふれる人達は,非自発的失業者

であると同時に,いわば先天的に技術的失業者でもあるO

相対的にも絶対的にも人口圧力の大きい国々にとって

留意すべきなのは,機械工業が非連続的加工産業(dis-

crete process industry)であり,必要とあらばそのプロ

セスを複数個の部分集合に分割でき,したがって中小企

業の参加する余地が大きいと考えられることである。し

かもその生産技術は,装置産業的技術と比べて相知的に

労働集約的であり(1950年代以前のわが国造船業はその

典型であった),それだけに,熟練的要因(skillcon-

'tents)の濃い労働を比較的多く需要するから,職業訓練

を推進する誘因ともなるO

たとえば,尾崎によると,現代における機械工業は,

一般機械,電気機械,精密機観　自動車を含めて,一般

に「資本集約型・大規模組立型」生産技術の一つとして

特徴づけられ,化学や第一次金属などの「大容量処理型」

技術ほどではないにしても,投入画における規模の経済

性が大きい4)o Lかも上記の諸産業は,いずれも要素制

限的生産函数によってよく近似されるから,生産物の種

類と質とを所与とする成り,資本・労働間の代替はほと

んど不可能というべきである(Ozaki[14]及び尾崎

[15])c　しかし,同じ大規模・組立型グループに属する

諸産業のうちでも,自動車を除いた機械工業の資本集約

皮(資本・労働比率)は比較的低い(第1図)。このことは,

資本を一定とすれば機械工業の雇用吸収力が相対的に大

きいことを物語るものである。

同じことは,時系列資料にも反映している.たとえば,

いま1950年代なかばに作成された資料をみると,同一

額の設備投資が生む追加雇用量は,機械工業が最大であ

3)尾高の執筆した同書の書評をも参照(本誌第26巻
第2号, 1975年4月号)0

4)ただしわが国では,大量生産に適さない機械工業

(たとえば工作機械)では,西ドイツに比べてその発展が

未だ脆弱である。これは,この部門の発展が, 「人間労

働に体化した知識と熟練の集積を必要とする」 (尾崎

[14], p.14)からにはかならない。
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第1図　重化学工業における資本集約度の比較
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(資料) Ozaki[16],p.!及び尾崎[14], p.14より作成D

るO　その値は1922-1936年平均では紡織の1.7倍,金

属の2.1倍,化学の3・2倍の大きさであり, 1956年当時

では紡織の2.9倍,鉄鋼の4.9倍,化学の14.5倍の大き

さであった(有沢[1],pp.12-15 6)。この数値は,一面

ではわが機械工業の相対的な立ち遅れを示すものではあ

るが,同時に,この部門特有の性格によるところも大き

いと考えられ.る。

機械には,その大小にかかわらず共通する要素(部品)

がある(第1表)。さらに,機械工業の生産工程を作業の

5)投資の雇用効果を問う場合,正しくは直接効果oj

みにとまらず, 2次, 3次の波及効果をも考慮に入れな

ければならない。
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第1表　機械要素の分類

結合用部品】運動用部品　1流体用部品

(資料)富壕[26], p.28による。

基本性格によって分類すれば,鋳造,熱処理,鍛造,港

接,切削加工,特殊加工,プレス加工,塗装,組付・組

立,測定・検査の10種類を数える。このうち切削加工は,

もっとも高い精度を要求する作業で機械工業の核心に位

置するものといってよく,前述のローゼンバークが「技

術的収倣」をめぐってもっぱら関心を寄せたのはこの工

程である。この工程は,さらに施削(tlユrning),形削り

(shaping),平削り(planing)及びフライス削り(mill-

ing)に大別される(富壕[25],pp. 114-40)c特殊加工

とは,噴射加工,電気的加工,超音波加工,表面処理加

工(浸炭など)及び表面被覆(メッキなど)のことである

(同上, pp. 140-47)c

機械工業は,機械そのもの(たとえば船舶)を製作する

部門と,上記の機械要素(部品)を供給する部門と,さら

にその中間の完成部晶の製造部門とから成る。完成部晶

というのは,金属その他の材料と部品とを組み合せて作

られたもので,船舶タービンのようにそれ白身一定の機

能をもつ機械・器具であるが,それらだけでは自己完結

的なシステムは構成しないo一概に完成部晶といっても,

製品としての「完成度」は品物によってさまざまであり,

その用途によって最終製品にもなれば完成部品になるも

のもあるO機械工業の際立った特徴として,多数の下請

部品工業の存在をあげるのがふつうであるが6),これは

以上のように,機械生産工程が比較的独立した工程から

成り,必要とあらばそれぞれの部品の製造を独立した企

業が担当することができるからにはかならない7)。事実,

機械工業には中小規模の企業が比較的多い。垂直的分業

による生産がこの産業の常態なのであるo　そのもっとも

6)以下では, 「部品」という語をもって部品,完成
部晶の双方を代表させることにする。

7)なあ　わが国の場合,中小企寒が多数存在するの
は一般に最終需要に近い産業分野であるが,機械工業の

場合は中小企業が中間財生産を担当し,むしろ大企業が

消費者と接近している点が他産業と異なる(たとえば自
動車,家庭用電気機器など)。佐倉・中村[18]を参照。
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典型的な例は自動車産業であって, (数え方にもよるが)

約2万点の各種資材及び部品の供給が多数の下請製造業

者によって担当されている。部品工業界の幅広い裾野が

あって初めて自動車工業の基盤が成り立つといって過言

でない(前述のように,星野が戦前期日本経済には自動

車製造の能力がなかったとするのも,これら中小企業が

技術的に弱体だったからである)0

III

従来わが国の中小企業論では,経済的弱者としての,

したがってまた大企業に「隷属し搾取」されるものとし

ての側面が強調された8)。この論点は, 1950年代におけ

る「二重構造論」の基盤をなすものでもあった.たしか

に,中小企業にその一面があることは香定できない。し

かし,楯には他の反面がある。理論的に考えるなら,中

小企業といえどもそれなりの此較優位を有するはずであ

って,標準的な資本収益率をあげられなければ市場から

脱落せざるをえない.逆に,大企業ならば収益率も高い

というものでは必ずしもない.それなら,大・中・小企

業並存の理由は一体どこにあるのか。これが, 1940年

代から50年代にかけて,スティーンドル(Steindl)らの

とりあげた問題であった9)0

英国や米国にあっても,中小企業の数は多いo　ただ,

開発途上国でしばしば問題となるような大・中・小間の

生産性格差や賃金の「二重構造」は観察されないか,冒

れたとしても僅少であるif)ここでは,中小企業即弱者

という観念は必ずしもなく,また「下請制」という日本

語につきものの暗い語感も存在しない。とくに留意を促

したいのは,産業革命後における英国をみると,中堅の

8) 「中小企業」の定義は便宜的なものにすぎない0
1975年度の『中小企業自書』 (中小企業庁編)では,製造

業にあっては従業員300人以下で資本金1億円以下の企

業と定義されている(同書凡例)が,この定義自体,時と
ともに上方改訂を経て今日に至ったものである。

9)中小企業は大企業に比べて労働の(付加価値)生産

性は低いが,その代り資本回転率は高いのがふつうであ
るから,総合生産性(total productivity)指数を計算す

れば,大中小間の格差は単純な労働生産性梯差ほどには

大きくないはずである。

10)もっとも,わが国の「二重構造」論議が下火にな

った1970年前後から,米国の労働経済学界では分断さ

れた労働市場(segmented lat〕or markets)が問題とさ
れるようになった。しかしこれは,むしろ雇用関係にお

ける差別や,組合阻織部門と非組織部門との差を問題と

するのであって,中小企業や下請制の問題とは直接関係

がない。最近の英国中小企業については,外地[23]を
参擬せよ。
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小企業が,機械工業を含めて産業発展のためどうやらき

わめて重要な役割を果しているように思われることであ

る(たとえば,外地[24]をみよ)。中小の部品供給業者

もそれぞれに専門技術を売り物としているのであって,

アセンブラーとも対等の関係にあり,わが国の場合のよ

うに親子関係に擬せられるような上下の関係は存在しな

い。わが国の大中小企業がすぐれて垂直的階層関係を構

成する現象は,むしろ日本のおかれた初期条件に起因す

るところが多いのではないかと思われる。

さて,機械工業における産業組織の決定要因としても

っとも基本的なのは市場規模(需要要因)と各工程ごとに

きまる最適生産規模(供給要因)とである。以下ではまず

後者から考察を進めよう。

生産規模という観点からみるとき,機械工業には相反

する2つの顔が同居することに気がつく。量産組立方式

によって代表せられる大規模機械生産部門と,注文生産

方式の顕著な産業機械生産部門とがそれである。いずれ

かというなら,前者は自動車,家庭用電気製品のような

耐久消費財の生産に従事しており,後者は資本財生産に

携わる部門といえるだろう。とりわけ後者は,多くの

「労働集約的」な作業を含んでいる。さらに前者につい

ても,量産による経済性のとりわけ大きいのはプレス工

程であって,流れ作業方式による組立て工程には意外と

大量の人手を要するのである(近年しばしば話題とされ

る作業内容の豊富化運動(job enrichment)が,流れ作業

における労働疎外を問題としているのは偶然ではない)0

いま,平均費用の動向によって最小ゐ適正産出高を判

定すると,たとえば1960年代のわが国自動車製造業(T

社)では,四輪乗用車の完成車単位(月産・ 2直,千台単

位)で測って次のとおりであった"蝣>

組立工場　0.8-1.5,

機械工場1.0-2.0,

鍛造工場1.5-3.0,

鋳物工場　3.0-4.0,

プレス工場　4.0-5.On

ここから明らかなように,乗用自動車製造の総合規模を

きめるのは,主として巨額の設備投資を要するプレス工

場の生産能力である12>~低開発国向けに機械工業の直

ll)類似の計数例は自動車技術会[9](pp. 13の2!3)

に掲げられている。

12)なお,自動車(乗用)経済的最小生産規模について

はいささか議論の分れるところでもあり,生産技術とと

もに変化するものでもあるO　少しずつ異なる最適規模の

数字は, Maxcy and Silbenston [11], ch. 6, Bam [2],

p. 245,White[26],ch.4などに与えられている。
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接投資が実施されるときには,通例CKD(complete

knock-down)方式による組立工場だけが設立されるが,

これも,組立工場が比較的小規模のうちから採算のとれ

る性格をもつからにはかならない.

なあ　最適生産規模は,使用する設備と無関係ではな

い。たとえば,切削加工の例(自動車エンジン)をあげる

と,汎用機を用いたロット生産では最適規模は月産(2

直) 2千台程度であるが,専用機を使った流れ作業では

同じく7千台,トランスファー・マシーンを採用した流

れ作業になると1万2千ないし2万台となり,しかもこ

の変化の過程で単位あたり生産費は1!2ないし1/3強に

減少する(自動車技術会[9], p. 13の2)0

さて,上述のように機械工業が非連続的生産工程によ

って特徴づけられ,しかもそれぞれの工程が技術的に

(相当程度)独立であるとすれば,ここには産業組織論上

きわめて興味のある問題が発生する。全工程一貫方式に

よるか,もしくは大中小さまざまの部品工業を興して社

会的分業方式を採るか,の選択がこれである。このいず

れを採択するかは生産管理論でいうところの内製・対・

外注(make-or-buy)の決定問題である。そして,もし分

業による協業を選ぶのであれば,その結果として中小企

業の存立の-基盤が準備せられたことになる。もちろん,

現実にはさまざまの組み合せが可能であり,また実施さ

れていることはいうまでもない.

自然とここで想起されるのは,アダム・スミスの「分

業は市場の広さによって制限される」という有名な命題

である。この命題の現代的解釈を試みたスティダラーに

よれば,市場が拡大するにつれて外注率は上昇する傾向

がある。最適生産規模の小さい工程や,規模に関して収

穫一定となる工程は,小企業に任せることが可能である

し,規模の経済性が大きい工程は,十分の需要が見込ま

れるならば専門メーカーにこれを-任したほうが安上り

である。規模の経済が大きい工程を内製化した場合には,

工場を十分に稼動させることができず,むしろ非効率だ

からである。一方,非成長産業や衰退産業は,遠からず

これとは逆方向の途を歩み始め,かつては外注した部品

を内製化したり,生産物の多様化によって操業度を高め

たりする努力を始めるに至るだろう,という(Stigler

[22], pp. 189-90) c

このように考えると,非連続的生産工程をもつ産業に

関するかぎり,一貫生産にもとずく大規模生産方式が

番効率的だとはかぎらないことになる。最小限必要な市

場の広さが保証されるならば,原材料や諾部品は市場で

購入し,それを集中的に組み立てて販売する方式も,少
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なくとも大規模集中生産方式と同等の経済性を主張しう

るであろう13)n高価な諸設備は賃貸ベースで利用する

ことすら理論的には可能である。ただ,製品設計と生産

工程の統合(coordination)だけは,中核となる企業が集

中的にこれを管理しなくてはならない。下請企業は,自

己の納入する部品が完成商品のなかでいかなる位置を占

めるかについて完全には知らないこともあるし,部品相

互間の連繋についても関知しない場合が多いだろうから

である。中核企業は,便宜上最終組立企業(アセンブラ

-)を兼ねる場合がほとんどであろうが,論理的には,

生産活動そのものに直接関わらなくてもさしつかえない。

これを要するに,中核企業(「親企業」)のもつ国有の機能

は,あたかも国際商取引における商社の働きになぞらえ

ることができよう14)^そしてそれをめぐる多数の協力企

業は,それぞれが新しい商品開発や革新をめざして努力

するから,それに伴って経済全体の活力も増大するかも

しれない。ジェイコブス流にいえば,この点こそがスミ

スによって見逃された分業の動態的意義なのである(Ja-

cobs [8], ch. 2)。

IV

ところで,前節で概観した技術要因と市場要因とのか

らみあいは,機械工業にあっては,具体的にはどのよう

な展開をとげたのであろうか。この点に関して簡単な史

的展望を試みることは有益であろう。

初期の金属加工ないし機械製造(補修)業は,いうまで

もなく村の鋳かけ星や鍛冶場にその発詳をみた。 (類似

の仕事場は,現代の低開発国においても,規模の大小の

差はあれひろく見出すことができる。)武器,なかでも刀

と銃の進歩は,鍛造技術の発達と深いかかわりがあった。

機械の生産技術は,その後工業的需要が増大するに伴っ

て徐々に発達をとげたが,その際農業用諸道具の製造が

発端になることもあれば,地域によっては,鉱山の付属

施設として成長の糸口をつかんだものや,製鉄湯や造船

所の一部を構成したものもあった.いずれにせよ,産業

の発展に伴い,これらの仕事場は次第に独立し,金属加

13)カリトンが,経営管理の立場から,内製・外注の
選択が可能の場合には,原則として外注を採れと主張し

ているのは興味深いことである(Culliton[3],p.! 。

なお,生産管理論の立場から体系的に外注問題に言及し

た書物として千住・伏見([19],ch.7)をも参照せよ。
14)ここで寸描した分業型の産業組織は,今井賢一氏

の構想する市境構造と似たところがある(今井[61第10

章)0
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工業とか機械工業としての態をなすにいたる16>n　しかし,

機械工業がとりわけ急速な発展を見たのは,産業革命期

の英国にあって,もろもろの産業機械が大量に需要せら

れるに至り,次第により高度の精度と運転能力,激しい

使用に対する耐久力などが要求されるようになってから

であるOとくにワットによって蒸気機関が改良(176声年)

されてからは,鋳物についても鍛造部品の機能たっいて

も技術的に高度のものが必要となり,シ.)ンダーなどの

工作にも精度が要求されるようになった。さらに後代に

開発された内燃機関は各種の機械のなかでも工学的にも

っともむずかしいものであるo　その要求が満たされえた

のは,英国の機械工業が当時すでに成熟の域に達してい

たからであるが,逆にかかる産業の新しい動きや諸要求

は,機械工業-とりわけ工作機械製造業-の一層の

成長をうながすことになったと思われる。この分野にあ

っても英国は歴史の先馬区者であり同時に世界の第一人者

だったはずである。

ところが19世紀になってからは,いささか様子が異

なってくる。米国における機械工業の成長が英国のそれ

を急速に追いあげるに至ったからである。工作機械の開

発においても,電気機械の発明においても,米国の該当

件数は19世紀(とりわけ南北戦争以後)になってから敬

増する。この事実はつとに経済史家の注目の的となり,

その理由が探索されたところである。一説によれば,莱

国に比べて米国わ熟練労働の不足が甚しいため,機械化

を促進する誘因が強力に働いたのだ,という(Habak-

kuk[4]をみよ)。この説の当否はともかくとして, 19

世紀に至って,英米の成長パターンの格差が顕著になり

始めた事実はおそらく認めてよいであろう。

しかし英米の差は,たんに機械化の速度の差ではなか

ったo同じ工作機械にしても,英国の場合には汎用型が

多く,熟練工を駆使して少量注文生産に従事することが

多かったのに対し,米国では早くから専用機械を開発し

て,単能工による大量見込生産の途が選ばれたからであ

る。そこで, 「優秀な」米国の生産方式を逆輸入しよう

としても,システムの基本的な理念の差のために,英国

では受けつけられなかったといわれる(Rosenberg[17],

pp. 151-72)。専門工作機械の開発が進み,機械工業が

15)この点に工業化初期における経済統計利用のむず

かしさがある.金属加工や機械工業の分類が見当らない

からといって,これらの活動が皆無だったとはいえない

からである。これらの産業活動は,石炭業や鉱山業のな

かに含まれていることもあり,補修業のようなものはサ

ービス業として計上されていることもあるかもしれぬ。

研　　究 Vol. 29　No. 3

早くから工程別に分化して,それぞれが専門企業として

育ち,したがって部品の規格化も進行する状態こそは,

機械工業における相乗効果にとってきわめて有利な土壌

を提供した。なぜなら,新製品を作ろうとする場合に,

そのもっとも基本的な部分は別として,大部分の素材を

はじめとする諸部品は,これを市場で調達することがで

きたからである。大規模の需要をあてにして大量生産さ

れる部品は相対的に安価であるか年,結果として新製品

の原価も安上りにすむO　より基本的には,生産工場その

ものの規模が小さくてすむから,創設時における設備投

資が少ないO　自動車の開発はヨーロッパでなされたにも

かかわらず,その生産と普及が米国において著しく早く,

英国を追い越すに至ったのは,前者が発達した部品工業

網を前提として出発することができたからである16)nこ

れに反して後者では,アセンブラー自体が詔部品の製造

にみずからあたらねばならぬことが多かったので,価格

競争力の点でも劣らざるをえなかった0個のヨーロッパ

諸国でも事情はほぼ共通であった(Maxcy and Silber-

ston [11], chs. 1, 8参照)0

もちろん,上のような英米の差は,機械工業の性格の

差のみにこれを帰することはできない。米国に比べて英

国のユーザーは保守性が強く,個性を尊ぶため大衆向け

規格品に対する抵抗が強かったといわれている。 (これ

は,晴好の保守性の強さのみに帰因するというよりは,

所得水準の高さ等々の経済的要因のしからしめるところ

でもあったかもしれないo)一方米国の場合は,その市場

が大きいので部品生産の分業態勢をとりやすかったとい

う事情もあるO　もっとも,この点について因果の関係を

確定することはむずかしい(Rosenberg [17], pp. 157-

62参照)。

以上では,機械工業の花形として自動車産業の例をし

ばしば引用した。このように,米国の自動車生産は成熟

しつつある機械工業の網目を基盤として生成し来たった

のであるが, 1920年代になってからは内製比率を増大

する方針へと経営政策の転化がはかられた。これは米国

の経済圏が漸く全国的に形成せられたことと相まち,冒

らに,当時米国産業界を支配した一連の集中化傾向と撫

関係であるまい。自動車市場が十分に拡大した結果,基

幹部晶の多くのものについては,これを内製化しても規

模の経済性を十分に実現しつつフル稼動することが可能

になったこと,在庫ならびに生産管理上一貫生産が有利

16)このもっとも典型的な成功例は,いうまでもなく

フォードのモデルTである.
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と判断せられたこと,さらに,一般消費者の間で自動車

メーカー自身によって製造された部品に信頼を寄せる傾

向が強かったこと,などが原因として考えられよう。い

ずれにせよ,フォードは部品製造工程の垂直的統合によ

り,またGM:は下請部品工場を買収することによって

成長するにいたる。

これとは対照的に,わが国の自動車産業の場合には,

戦後むしろ逆の方向が強化せられた。すなわち,部品外

製化への経営方針転換がこれであるO今日においても,

わが国の外注化率は欧米諸国に此して著しく高い。それ

のみでなく,大多数の部品メーカー(とりわけ第1次下

請メーカー)が特定のアセンブラーと「関連企業」の関

係にある事実は,わが国独特の現象のように思われる")

もちろん,外注比率が高いといっても,それぞれの部

品を特定1社にのみ外注することを意味しない。同一晶

は原則として2社以上から納入させるのが原則であるし;

場合によっては部分的に内製し,製品の質をチェックす

るとともに原価引き下げの誘因とするのであるo Lかし

それはともあれ,自動車の需要が未だ低迷期にあった段

階で外注比率を高砂る方向が打ち出され声ことに注目し

なければならない。その要因はいまのところ推測の城を

出ないが,おそらく次の諸要因が関係しているであろう。

(a)一般的な市場性のある製品-たとえば電装品

-については,これを独立させる方が大量生産の

強味を発揮できる。

(ち)アセンブラー自身に欠ける固有技術を要する部

品については,これを外注せざるをえない。

(C)成長期にあっては,アセンブラー自身の拡大と体

質改善のための経営資源が,比較的短期間のあい,7T

に集中して(しかも大量に)需要されるo　したがって

多数の部品メーカーについては,それぞれ自立的な

成長政策をとらせるこ上が好ましい。

(a)アセンブラーは,技術的なリーダーシップをと

らなければならないから,必然的に高度の人的資源

を(しかも比較的大量に)蓄積する必要がある.この

ため,その貸金は市場の相場よりも相対的高水準に

設定される傾向がある.しかも,一.たん雇用した大

企業部門労働力は,容易にこれを解雇しえない。し

たがって,特別の技術的配慮を要しない部品の生産

は,できる限りこれを切り離した方が有利である。

(e)いたずらに企業規模が成長することは,組織管理

の上から逓増的に非効率となる。したがって,市場

17)わが国の自動車部品工業の発展とその意義につL

ては別の個所で詳諭した(Odaka [13])c

第2表　内・外梨の比較
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内　　　製l　外　　　注

生産技術・
規　模　の　経　済

機　密　保　持

経営・管理上の便宜

品質管理・在庫管理

多角化(関連分野)

〝　(新分野)

量
量
費

夏
蚕

必
必
送

件
金
働&

市

小

㊨

㊨

㊨

小

大
大
⑳

小
小
㊧
　
　
⑬
⑬
大

(注)比較的有利な選択を○によって示す。
(資料)機械振興臨会経済研究所[10],pp.10-11より作成。

競争力を維持・強化するためには,経営規模を適正

範囲にとどあておくことが望ましい。

なあ　以上を補足する意味で,自動車工業における内・

外製判定の基準としてふつう指摘されることを表示すれ

ば第2表のとおりである。

Ⅴ

最後に,以上の議論が低開発経済に対してもつ意義を

考えよう。

本稿で論じたところによれば,機械製造技術の定着は

工業化のための必要条件である。しかるに,機械工業は

相対的に労働集約的で相互に独立の非連続的生産工程か

ら成るから,市場が開拓された暁には,高度の分業的協

業方式によってその生産を営むことができや。これは,

中小規模の中堅企業の振興を通じて雇用機会の増進に役

立つだけでなく,国内における経済開発の相乗効果を生

むと期待される。

このように考えるなら,スミスのいう「市場の広さ」

は,開発問題にとって決定的に重要である。機械工業の

土着化をはかるた糾こは,生産物の選定と製品設計とに

十全の現実的配慮が払われねばならない。開発の初期に

はできるだけ最適生産規模が小さく,しかも応用範囲の

広い技術を採択し,できるだけ安価で所得弾力性の大き

い商品を製作することが好ましい。たとえば,同じ自動

車を作るにしても,乗用車ではなくて小型トラックから

始めるのがよい18)。その一方,必要不可欠だが初期投資

18)これは,適正技術(appropriate technology)と

適正商品(appropriate good)の組み合せ問題である。

この間題の解明にとって示唆に富む分析としてIshi-

kawa [7]及びRanis-Saxonhouse [16]の2論文が参照

さるべきである。
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額の莫大な資本設備(たとえばある種の金型)や技術者養

成,研究開発の機構だとかは,一種の社会資本とみなし

てこれを公共的に供給することがおそらく必要であろ

う!<サ

これらの他に,本稿で暗黙のうちに前提としたことが

らとして,機械工業技術の伝播と定着の問題がある。こ

の点は工業化を考えるにあたってまさに焦眉の問題なの

であるが,筆者にはまだ分析的に解明する用意がない。

これは将来の検討に委ねられた研究課題としておきたい。

(一橋大学経済研究所)
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